
参議院常任委員会調査室・特別調査室 

 

 

論題 [参考資料] 主要経済指標  時系列チャート集 

著者 / 所属 調査情報担当室 

雑誌名 / ISSN 経済のプリズム / 1882-062X 

編集・発行 参議院事務局 企画調整室（調査情報担当室） 

通号 253 号 

刊行日 2026-6-4 

頁 11-20 

URL 
https://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/kei

zai_prism/backnumber/r08pdf/202625302.pdf 

 

※ 本文中の意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。 

 

※ 本稿を転載する場合には、事前に参議院事務局企画調整室までご連絡くだ

さい（TEL 03-3581-3111（内線 75044）／ 03-5521-7683（直通））。 



 

えられる。 

 

補論 原油価格の高騰が進んだ場合の影響試算 

３で見たように、国際的な原油価格は、４月の一時停戦合意まで急騰し、そ

の後の水準は高いままとなっている。停戦合意の先行きや、それを含めた中東

情勢の動向次第では、原油価格への上昇圧力が再び強まることが懸念される。

この場合、実現しかけていた我が国の実質賃金上昇による景気回復シナリオは

頓挫を余儀なくされよう。 

本補論では、中東情勢の悪化が長引き、原油価格が高騰した場合（約

84.5％増）16の我が国経済への影響を見るために17、マクロモデルでの試算を

行った（補論図表）。その結果、輸入価格の上昇により名目輸入が大幅に増加

し、名目ＧＤＰが減少することから企業収益が落ち込み、名実ともに賃金が減

少することから、消費が減少し、実質ＧＤＰは１年目 0.4％ポイント程度、２

年目 0.8％ポイント程度減少するという結果となった。 

 

補論図表 原油価格の高騰が進んだ場合の我が国経済への影響（試算） 

 
（注）"p"はポイントの略。数字は、2026～2027 年度に原油価格が約 84.5％（脚注

20 参照）上昇した場合（Ｂ、金額）とそうでない場合の 2026～2027 年度の試
算結果（Ａ、金額）とのかい離率（＝(Ｂ－Ａ)/Ａ×100）。 

（出所）筆者試算による 

 

（内線 75035） 

 
16 なお、試算はマクロモデルによるものであり、結果は幅を持って見る必要がある。 
17 日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」（2026.5.15）において、ホルムズ海

峡の事実上の封鎖が長期化した場合の 2026 年の原油価格のデータを伸び率に転換（約 84.5％）

し、2026・2027 年度の伸び率に置き換えた。 

１年目 ２年目

実質ＧＤＰ ▲0.4％p　　 ▲0.8％p　　

実質消費 ▲0.2％p　　 ▲0.3％p　　

実質輸入 ▲1.5％p　　 ▲3.2％p　　

輸入価格 16.2％p　　 15.3％p　　

ＣＰＩ ▲0.1％p　　 ▲0.3％p　　

前提 原油価格 ＋約84.5％

結果

 
 

  

主主要要経経済済指指標標  時時系系列列チチャャーートト集集  
2026年１－３月期ＧＤＰ１次速報(2026.５.19公表)反映 

 
１、ＧＤＰ成長率（前期比年率） 

２、実質ＧＤＰ成長率寄与度分解（前期比年率） 

３、売上高経常利益率（法人企業統計季報ベース） 

４、鉱工業生産指数（生産、出荷、在庫、前年比） 

５、消費性向（ＧＤＰベース、家計調査ベース） 

６、雇用者報酬（１人当たり雇用者報酬、現金給与総額、前年比） 

７、完全失業率と有効求人倍率 

８、常用雇用者指数（一般労働者、パート労働者、前年比） 

９、物価（ＧＤＰデフレーター、消費者物価指数、国内企業物価指数、

前年比） 

10、原油価格（ＷＴＩ先物、通関原油価格） 

11、マネタリーベースとマネーストック（前年比） 

12、マネタリーベースとマネーストック（対ＧＤＰ比） 

13、金利（基準貸付利率、コールレート、10年新発債） 

14、株価（日経平均、ＮＹダウ工業） 

15、経常収支・外貨準備（対ＧＤＰ比） 

16、名目為替レート（円ドル、円ユーロ、円マルク） 

 
（凡 例） 
１． 本チャート集は、主要な実体経済・金融指標の中長期及び足許の推移を概

観することを目的として、各指標をグラフ化したものである。 
２． グラフは、暦年四半期ベースで作成している。このため、１Ｑは１～３月

期、２Ｑは４～６月期、３Ｑは７～９月期、４Ｑは10～12月期を表す。また、

年号は西暦で２桁表示した（ただし、2000年は「2000」と表示）。 
３． グラフ化に際して、見やすさを重視した。このため、季節調整や３期移動

平均などの計算を行っている箇所がある。具体的には各グラフに注記した。 
なお、季節調整は、X-12-ARIMAを用いた。また、３期移動平均は、当期を

中心とする平均値である（ただし、直近末端値は、移動平均を求めることが

できないため、当期と前期の２期平均とした）。 
４． グラフ中のシャドー部分は、内閣府『景気基準日付』に基づく景気後退期

を示している（暫定を含む）。 

５． 各グラフの更新は、基本的に内閣府の「四半期別ＧＤＰ速報」の公表（年

間８回）直後に発行される本誌において行う。 
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１１、、ＧＧＤＤＰＰ成成長長率率（（前前期期比比年年率率））  

２２、、実実質質ＧＧＤＤＰＰ成成長長率率寄寄与与度度分分解解（（前前期期比比年年率率））  
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(暦年/四半期)

名目成長率

実質成長率

※94/2Qまでは2005年連鎖基準。94/3Qからは2020年連鎖基準。

３期移動平均前期比年率。数値は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』

-15.0

-14.0

-13.0

-12.0

-11.0

-10.0

-9.0

-8.0

-7.0

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(寄与度 前期比年率 %)
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純輸出
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民間在庫

民間設備投資

民間住宅

民間最終消費

実質成長率

※94/2Qまでは2005年連鎖基準。94/3Qからは2020年連鎖基準。

３期移動平均前期比年率。数値は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』

13 経済のプリズム No253 2026.6



 
 

３３、、売売上上高高経経常常利利益益率率（（法法人人企企業業統統計計季季報報ベベーースス））  

４４、、鉱鉱工工業業生生産産指指数数（（生生産産、、出出荷荷、、在在庫庫、、前前年年比比））  
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(出所)財務省『法人企業統計季報』

※売上高経常利益率＝経常利益/売上高。

数値は公表季調値。
09/1Q：▲2.4%(最低)
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(出所)経済産業省『鉱工業生産指数』

(前年比、%)

（暦年/四半期）

09/1Q：

生産指数：▲33.2%(最低)

出荷指数：▲33.0%(最低)
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３３、、売売上上高高経経常常利利益益率率（（法法人人企企業業統統計計季季報報ベベーースス））  

４４、、鉱鉱工工業業生生産産指指数数（（生生産産、、出出荷荷、、在在庫庫、、前前年年比比））  
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(出所)財務省『法人企業統計季報』

※売上高経常利益率＝経常利益/売上高。

数値は公表季調値。
09/1Q：▲2.4%(最低)
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(出所)経済産業省『鉱工業生産指数』

(前年比、%)

（暦年/四半期）

09/1Q：

生産指数：▲33.2%(最低)

出荷指数：▲33.0%(最低)

 
 

５５、、消消費費性性向向（（ＧＧＤＤＰＰベベーースス、、家家計計調調査査ベベーースス）） 

 
 

６６、、雇雇用用者者報報酬酬（（１１人人当当たたりり雇雇用用者者報報酬酬、、現現金金給給与与総総額額、、前前年年比比））  
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GDPベース（2000年基準）

GDPベース（2020年基準）

(%)

（暦年/四半期） (出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『家計調査』

※家計調査ベースは、99/4Qまで除く農業世帯ベース、2000/1Qからは含む農業世帯ベース。

※数値は季調値。
20/2Q：56.1%(最低)
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１人当たり雇用者報酬

事業所規模30人以上現金給与総額

事業所規模５人以上現金給与総額

(出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※１人当たり雇用者報酬=雇用者報酬/雇用者総数

※雇用者報酬は94/4Qまでは2005年基準。

95/1Qからは2020年基準。
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７７、、完完全全失失業業率率とと有有効効求求人人倍倍率率  

 
 

８８、、常常用用雇雇用用者者指指数数（（一一般般労労働働者者、、パパーートト労労働働者者、、前前年年比比））  

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(倍)(%)

(暦年/四半期)

完全失業率(左軸)

有効求人倍率(右軸)

(出所)総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※数値は公表季調値。
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事業所規模５人以上(一般労働者)

事業所規模５人以上(パート労働者)

※数値は全産業総数。

(出所)厚生労働省『毎月勤労統計調査』
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７７、、完完全全失失業業率率とと有有効効求求人人倍倍率率  

 
 

８８、、常常用用雇雇用用者者指指数数（（一一般般労労働働者者、、パパーートト労労働働者者、、前前年年比比））  
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有効求人倍率(右軸)

(出所)総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※数値は公表季調値。
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事業所規模５人以上(パート労働者)

※数値は全産業総数。

(出所)厚生労働省『毎月勤労統計調査』

 
 

９９、、物物価価（（ＧＧＤＤＰＰデデフフレレーータターー、、消消費費者者物物価価指指数数、、国国内内企企業業物物価価指指数数、、前前年年比比））  

1100、、原原油油価価格格（（ＷＷＴＴＩＩ先先物物、、通通関関原原油油価価格格））  
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国内企業物価指数

※GDPデフレーターは94/4Qまでは2005年連鎖基準。

95/1Qからは2015年連鎖基準。

※消費者物価指数は2020年基準。生鮮食品を除く総合。

企業物価指数は2020年基準。

(出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『消費者物価指数』、日本銀行『国内企業物価指数』

09/3Q：▲8.2%(最低)

22/4Q：10.1%(最高)
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原油通関輸入価格(ドル/バレル:換算値)

原油通関輸入価格( 円/リットル:公表値)(右軸)

レギュラーガソリン店頭価格(円/リットル)(右軸)

※原油通関輸入価格(ドル/バレル換算)は換算値。

※レギュラーガソリン価格は、04年2Qから消費税込み価格。

(出所) 日経NEEDS『FinancialQUEST』、ニューヨーク商品取引所、財務省『貿易統計』、日本銀行『金融経済統計月報』、資源エネルギー庁『石油製品価格調査』
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1111、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（前前年年比比））  

1122、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（対対ＧＧＤＤＰＰ比比））  
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マネタリーベース

Ｍ2

広義流動性

※数値は月中平残四半期平均。

M2は04年2Qから。それ以前はM2+CD。

広義流動性は04年2Qで定義変更により、断層が存在。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

14/1Q：54.1%(最高)
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Ｍ２＋ＣＤ(左軸)

Ｍ２(左軸)

マネタリーベース(右軸)

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

※ＧＤＰは93/4Qまでは2005年基準。94/1Qからは2020年基準。

数値は公表季調値の月中平残四半期平均。
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1111、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（前前年年比比））  

1122、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（対対ＧＧＤＤＰＰ比比））  

  

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(前年比 %)

(暦年/四半期)

日銀券

マネタリーベース

Ｍ2

広義流動性

※数値は月中平残四半期平均。

M2は04年2Qから。それ以前はM2+CD。

広義流動性は04年2Qで定義変更により、断層が存在。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

14/1Q：54.1%(最高)
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Ｍ２＋ＣＤ(左軸)

Ｍ２(左軸)

マネタリーベース(右軸)

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

※ＧＤＰは93/4Qまでは2005年基準。94/1Qからは2020年基準。

数値は公表季調値の月中平残四半期平均。
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1133、、金金利利（（基基準準貸貸付付利利率率、、ココーールルレレーートト、、1100年年新新発発債債））  

1144、、株株価価（（日日経経平平均均、、ＮＮＹＹダダウウ工工業業））  
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(%)

(暦年/四半期)

基準貸付利率 (公定歩合)

無担保コール翌日物

10年国債新発債応募者利回り

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』、日本証券業協会

※無担保コール翌日物は85/2Qまで有担保物。

数値は月中平残四半期平均。
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NYダウ工業株30種

(出所)日経NEEDS『FinancialQUEST』
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1155、、経経常常収収支支・・外外貨貨準準備備（（対対ＧＧＤＤＰＰ比比））  

1166、、名名目目為為替替レレーートト（（円円ドドルル、、円円ユユーーロロ、、円円ママルルクク））  
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(対ＧＤＰ比 %)

(暦年/四半期)

経常収支

経常収支－直接投資

外貨準備

※名目GDPは93/4Qまで2005年基準。

94/1Q以降は2020年基準。公表季調値。

経常収支は95/4Qまで季調値を算出。

96/1Q以降は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』、日本銀行『国際収支統計月報』

04/1Q：11.8%(最高)
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円マルク(右軸)

円高

円安

円高

円安

※数値は月中平均四半期平均。

東京外国為替市場・直物。銀行間レート。

マルクは98/4Qまで。

ユーロは99/1Qから。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』、『金融・経済データ2002』
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